資料３－Ⅰ、Ⅱ　2009/12/25


「ハイブリッド車等の静音性に関する対策について」（案）に

対するパブリックコメントの結果について
Ⅰ．概要

1． 募集対象：「ハイブリッド車等の静音性に関する対策について」（案）

2． 募集期間：平成21年11月5日～12月4日

3． 意見総数：408件
4． 主な項目別の意見の件数（複数回答有り）
	・音による対策の導入を求めるご意見
	61件

	・音による対策の導入に反対とするご意見
	93件

	・車側のみの対策の導入に反対とのご意見
	54件

	・運転者教育による対策を行うべきとするご意見
	35件

	・対策の内容についてのご意見

	
	・「適用範囲について」
	34件

	
	・「対策が必要な場面について」
	28件

	
	・「発音の種類及び音が満たすべき性質について」
	167件

	
	・「発音の方法について」
	137件

	
	・「音量について」
	28件

	
	・「対策の普及方策について」
	42件

	・新技術等で対策を行うべきとのご意見
	27件

	・その他のご意見
	83件


Ⅱ．主なご意見の概要とそれに対する考え方（抜粋）
１．音による対策の導入を求める主なご意見と反対とする主なご意見

【賛 成】

●視覚障害者にとって、自動車の接近を知るのは音がたよりであり、音による対策をお願いしたい。

●運転者が最善の注意を払っても、自動車の接近に気付かない歩行者が予測不能な行動をとった場合、事故になるおそれがあるので、音による対策に賛成する。
【反 対】

●ハイブリッド車や電気自動車の利点は静かなことであり、音を発するようになれば騒音の原因となり、時代に逆行する対策である。
●本来ドライバーの注意義務で歩行者を保護するものを、自動車に音付けすることで、歩行者側に注意義務を負わせることは本末転倒である。
●運転者がいっそうの注意を心がけるようになる車社会の方が安全を保てる。歩行者保護の考え方を運転者教育によりしっかり教え込むべき。

＜ご意見に対する考え方＞

●本来、歩行者と車が混在する道路空間では、運転者が細心の注意を払って歩行者に危険を感じさせないように運転するのが基本ですが、様々な交通場面において、ハイブリッド車や電気自動車は構造的に音が小さいことから、接近に気付かない歩行者が思いがけない行動をとり事故に至る場面が起こり得ます。

●また、ハイブリッド車等の数は、近年、急増傾向にあることから、対策は急がなければなりません。

●このため、これらの自動車の接近等を歩行者に気付かせるための方策を種々検討した結果、早急に講じることのできるものとして、音による対策が必要であると考えます。
●なお、今回の対策案は、どのような対策を行えばハイブリッド車や電気自動車の優れたメリットである静音性を出来るだけ活かすことができるか等の観点も踏まえて検討したものであり、道路環境騒音のレベルに及ぼす影響は非常に小さいと考えます。
２．「発音の種類及び音が満たすべき性質について」への主なご意見
●原動機類似音とするべきではない。音色については、モーターやインバーターの音を出す等、自動車メーカーの責任で開発するとか、音響の専門家の意見を聞くなどして決めるべきである。

●チャイム音やメロディ音は、自動車以外の音なのか、自動車の音なのか識別が困難であることから、原動機類似音など走行状態を想起させる音にするべきである。
＜ご意見に対する考え方＞

●社会に周知しなくとも、自動車の存在や接近してくるか離脱していくか等の挙動が、自然に無理なくわかる音であることが必要との考えから、自動車の走行状態を想起させる音であることが条件と考えます。
●また、これらの条件を満たすものとして原動機類似音が考えられますが、今回の対策ではそれだけに限定するものではなく、「自動車の走行状態を想起させる音」とし、想起できない音は制限することが必要と考えます。
３．「発音の方法について」への主なご意見①
●運転者が必要な時に、不快でなく、音が遠くまで届かないような手動式の発音装置を設けるべきである。
＜ご意見に対する考え方＞

●このような方式のものは、ドライバーが歩行者の存在に気付いていない場合や、ドライバーが歩行者の存在に気付いていても、安全であると判断して発音せず、車両の存在に気付いていない歩行者が予期せぬ動きをした場合等は効果がないなど、静音性対策としては不十分と考えます。

●しかしながら、このような装置については多数のご要望をいただいており、静音性対策の早期普及の観点から、比較的簡便なこの方式も活用することができないか、検討していく必要があると考えます。
４．「発音の方法について」への主なご意見②
●一時発音停止スイッチを設けるべきでない。
●一時発音停止スイッチはドライバーが周囲に配慮して消音したい場合に必要であり、必ず設けるべきである。
＜ご意見に対する考え方＞

●周囲に人が明らかにいない場所や、高速道路の渋滞時などの場面においては、音が鳴り続けると、周辺住民にとって不快になるとともに、ドライバーが周囲に配慮して発音を止めたい場面に、自動車側でそれが出来ないような構造であると、音を発しない速度まで加速する、発音装置を取り外す等のケースも想定されます。
●このため、発音停止状態のままにならないような方法を設定した上で、装備を可能とすることが適当であると考えます。
●なお、音のレベルについては、新たな騒音にならないようなレベルに設定し、車室内への透過も抑えられるようにすることが可能であると考えます。

５．「対策の普及方策について」への主なご意見

●新車に義務付けするべきである。

●使用過程車も義務付け叉は何らかの対策を実施すべきである。

●使用過程車に対策を行うべきではない。
●義務化する際には、試験運用を事前に十分行い、統計で必要性を調査して欲しい。

＜ご意見に対する考え方＞

●新車については、今後のハイブリッド車等の普及見込みも踏まえ、義務付けが必要と考えます。そのためには次の対応が必要であると考えます。
①新車への義務付けに当たって、社会的受容性の検証や技術開発の見通しを踏まえた音の大きさの規制値等の設定、試験方法の整備、義務付け時期の検証等が必要です。
②その際、既に開発を終えて販売中の自動車については、当該対策によるエンジンルーム内のレイアウトや製造工程の変更等が必要になることも考慮する必要があります。
③また、これら義務付けの準備が整うまでの間であっても、一定の要件を満たす装置を任意で装備できるようにするためのガイドラインを示すことにより、当該装置の早期普及を図るとともに、義務付けの条件整備を図ることが適当と考えます。

●使用過程車については、速度に応じた発音制御、耐久性や信頼性、装置の配置等を考慮すると、技術面等で困難であることから、義務化については、慎重な検討が必要であると考えています。しかしながら、当該対策の早期普及の観点から、新車に対するものより要件を緩和する等により後付け装置の開発を促進するための方策を講じる必要があると考えます。
６．新技術等で対策を行うべきとの主なご意見
●通信技術を用いて自動車から電波などを発信し、歩行者が受信器（携帯電話での振動等）により接近を知るシステムを対策とするべきである。
＜ご意見に対する考え方＞

●この対策は、自動車が音を発することによる周辺住民等への影響を考慮する必要がないというメリットがある一方で、歩行者が受信装置を携帯する必要があること、歩車分離の環境でも作動してしまうこと、自動車の接近等の挙動がわからないこと等、更なる開発が必要であることから、当面の対策とすることは困難です。
●しかしながら、将来においては、このようなシステムを含め音以外の方法による有効な対策についても、逐次検討していく必要があると考えます。
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